
                                                                                                                                                                                             

 

（第２号様式）   
令和４年３月 31日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
県立座間総合高等学校長  

令和３年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月 23日実施） 

総合評価（３月 30日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

①幅広い進路希望
に対応できる教育
課程の編成と、進
路保障の基盤とな
る 基 礎 学 力 の 充
実。 
②課題解決に向け
知識・技能を駆使
する力と、解決に
向けて行動する力
の育成伸長。 
③学習過程の改善
を通して、自己肯
定感を高める。 

①令和４年度本

格的に実施され

る新教育課程へ

向けての準備を

進める。 

②「主体的・対

話 的 で 深 い 学

び」を育む授業

づくりを推進す

る。 

①４つの系列科目
を意識した履修例
パターンを新学習
指導要領に基づき
作成し、それを基
に新教育課程を編
成し、準備をす
る。 
②授業改善研修等
を通して、「主体
的・対話的で深い
学び」を育む授業
づくりを推進する
ことで、生徒の自
己肯定感を高め
る。 

①教科書や履修
ガイドブックを
新教育課程に対
応できたか。 
②生徒による授
業 評 価 の 問 い
「課題について
自分の考えをま
とめたり、解決
方法について考
え る 場 面 が あ
る 」 の 項 目 で
「かなり当ては
まる」「当ては
まる」の回答率
が 50%を超えた
か。 

①来年度入学生用
の教科書選定及び
履修ガイドブック
の作成を行った。 
②授業評価の結果
は 7 月、12 月とも
に左記回答率が
83％と指標を大き
く上回り、主体的
な学びが進められ
たと分析できる。 

①新旧課程が併存
する今後２年間の
共修授業の取扱い
が課題である。 
②来年度入学生よ
り実施される「個
人所有による生徒
１人１台端末」導
入により、ICT を
活用した生徒主体
の授業づくりが一
層求め られ るた
め、授業における
デジタルツールの
活用促進のための
研修等を進めて行
く必要がある。 

①毎年実施している卒業生アンケート「座間総合の３年
間に満足している？」について、本年度の肯定的回答が
コロナの状況にありながら、昨年の86.6%を超えて92%に
なっている。開校以来はじめて９割を超え、学校経営マ
ネージメントが好循環している。 
①新学習指導要領に対応した座間総合の新教育課程は妥
当性が感じられる。 
②コロナ状況下で緊急避難的に始まったオンラインや
ICT を利用しての授業形態は、今後もブラッシュアップ
しつつ使える部分を利用していただきたい。 
②促せば自分で取り組む生徒が多いように思う。それを
さらに進め、自ら課題を設定してより深く広く学べる授
業が広がっていくことを期待する。 

①３年間の学校生活
満足度は、高評価を
得ているものの、主
体的に学びに取り組
む姿勢にはまだ弱さ
が見える。 
①新旧課程が併存す
る２年間の教育課程
（共修授業）の扱い
について運用上の整
理が必要である。 
②オンラインや ICT
を利用しての授業形
態では、職員研修を
通してさらに質的向
上を図る必要があ
る。 

①生徒の目的意識
を高め、主体的な
学びを促進するた
めの具体的方策を
検討する。 
①新教育課程とそ
の運用について継
続的な議論を行い
必要に応じて修正
を図る。 
②令和４年度入学
生から一人一台端
末が導入されるの
で、その有効活用
について具体的な
取組を検討してい
く。 

２ 
生徒指導・ 

支援 

①一貫した生徒指

導と多様な生徒へ

の個別支援を通し

て、社会に求めら

れる人材としての

資 質 を 向 上 さ せ

る。 

②行事・委員会・

部活動等への主体

的な取組による、

魅力あふれ活力あ

る 学 校 生 活 の 創

造。 

③外国につながる

生徒との交流を促

し、文化や思考の

多様性などを相互

に理解することを

通して多文化共生

教育を推進する。 

①②新型コロナ
ウイルス感染症
対策に対応した
生活様式をさら
に推し進めなが
ら学校行事や部
活 動 を 推 進 す
る。 
①SC や SSW との
連携により強化
することで個別
支援の充実を図
り、相談体制を
充実させる。 
③外国につなが
る生徒との交流
会を企画し、ま
た外部機関との
連携を図りなが
ら、多文化共生
教 育 を 推 進 す
る。 

①②手指衛生、マ
スクの着用、ソー
シャルディスタン
スの確保等の基本
的な感染対策の励
行と定着。 
①個別支援の流れ
を全職員で共有
し、年次毎の対応
にも共通理解を進
める。 
③学校運営協議会
の多文化共生教育
推進部会の設置と
具体策の協議及び
立案をする。 

①②感染対策に
基づいた生活様
式が着実に定着
できたか。 
①SC や SSW との
連携を強化し、
確かな相談体制
が 確 立 で き た
か。また、外部
関係機関との連
携を図ることが
できたか。 
③学校運営協議
会で出された協
議内容と立案さ
れた具体策の評
価について。 

①健康観察体制及
びマスク着用の習
慣化など校内での
感染対策を達成で
きた。 
①年間５回のケー
ス会議を開催し、
SC や SSW との連携
が確立できた。ま
た、外部関係機関
との連携も図るこ
とができた。 
②行事の中止や縮
小を余儀なくされ
たが、代替行事を
企画するなどし
て、活動の維持に
努めることができ
た。 

①校内での基本的
な感染対策につい
てはほぼ達成でき
ているが、校外で
の行動様式につい
ての意識の向上を
どう図るか。 
① SSW と の 連 携
を、より確かなも
のにし、外部関係
機関との連携を図
る体制の構築。 
②感染対策をとり
ながら、活動がで
きる案をいくつか
立てることができ
るか。 

①ケース会議を増やしたり、SSW、SC との連携を頻繁に
実施したりする姿勢があったことは評価できる。 
①昨年話題になっていた「教員によって指導のバラつき
がある」との生徒からの指摘は 34％と減ってきた。ここ
にも教職員の努力の跡が感じられる。 
①昨年のアンケートでは 25％以上つまり４人に１人が
「学校には相談できる人物がいない」と答えていたが、
今年は 17％に減っている。今年はこの部分は高く評価し
たい。 
②コロナ禍で、生徒ができる限りの行事などの活動を実
施できたことは大変評価できる。 
③全職員が外国籍生徒への理解を深めるために多文化共
生の研修を行い、コロナ禍でも工夫して「国際フェス
タ」を開催できたことは、大変評価できる。またアンケ
ートでは、92％の生徒が多文化共生国際理解に触れる機
会があった、62％の生徒が第２外国語や国際フェスタに
関わった、と回答している。この部分は大きく向上し
た。座間総合らしさの柱の一つでもあるので、今後とも
日本語教育や日常的な交流・つながりの機会を多く設け
てほしい。 
③日本語教師の努力をはじめとして在県生徒の教育に携
わる教職員の努力が功を奏している。今後もそのレベル
の維持・向上に努めてほしい。 

①コロナに対する学
校の対策が徹底さ
れ、生徒達への指導
や連絡もしっかりと
対応できた。 
①指導のバラつきの
指摘もあり職員の指
導の統一が必要であ
る。 
②学校行事の中止や
縮小を余儀なくされ
たが、生徒の主体性
や協調性等を育むた
め、活動の維持や代
替案の模索は不可欠
である。 
③多文化共生教育を
一層推進するため、
行事の実施だけでな
く、学校生活全般で
の定着を追及する必
要がある。 

①毅然とした統一
性のある生徒指導
体制と、教育相談
を充実させた生徒
支援体制を強化し
ていく。 
①教育相談コーデ
ィネーターの有資
格者を増やし、SC
との連携やケース
会 議 の 充 実 を 図
る。 
③在県外国籍生徒
への個別対応授業
を保障・充実させ
る。また、日本で
の生活力向上にも
配慮する。 
③多文化共生・国
際理解に資する取
組を推進する。 
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進路指導・ 
支援 

 
 
 
 
 

 

①インターンシッ

プや高大連携講座

などへの積極的取

組を促し、キャリ

ア形成意識の向上

を図る。 

②総合学科の特徴

的な学びを成熟さ

せ、「課題研究」

の充実を図る。 

 

①②さまざまな
学習や体験活動
を通じて、生徒
が 課 題 を 克 服
し、自らを活か
す 力 を 育 成 す
る。 
 
③キャリアガイ
ダ ン ス を 通 し
て、生徒が自己
を見つめ、社会

①②「キャリア
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ（産業
社会と人間）（総
合 的 探 究 の 時
間）」の一貫した
プログラムと「課
題研究」の内容を
充実させる。 
③進路室やICT 等
を活用し、生徒へ
の積極的な情報発
信の拡充をし、ま

①②「産業社会
と人間」「総合
的 な 探 究 の 時
間」での学習及
び高大連携講座
やインターンシ
ップ等への参加
を通じて、個々
のキャリア意識
が 育 成 で き た
か。 
③生徒が主体的

①②コロナ禍にお
いて昨年度と比較
して、積極的にオ
ンラインを活用し
た個々のキャリア
意識が育成でき
た。 
③総合型選抜の受
験者は昨年度の 20
名から今年度は 42
名に増え、さらに
学校推薦型選抜

①②さまざまな体
験活動が再開でき
たが、看護体験に
関してはほぼ中止
となっている。看
護体験に代わる学
習や活動を工夫す
る必要がある。 
③総合型選抜や学
校推薦型選抜（公
募制）で合格でき
るきめ細やかな指

①②多岐にわたった進路先が示されている。座間総合の
学校文化が育っていると感じる。生徒一人ひとりに対応
したキャリア支援を行うことは大変な労力であると察す
る。コロナ禍でキャリアプログラムの十分な活動は難し
かったと思うが、しっかり対応できたことが進学にも就
職にも数字に出ている。 
①②特色でもあるキャリア教育が実践され、様々な面で
成果につながっている。卒業時のアンケートにおいて卒
業後の進路に関しての満足度などもできれば調査してい
ただきたい。 
③進路希望に合わせて学習や研修、体験活動をする中
で、生徒自身が自分の進路を見つけることができている

①②コロナ禍でもオ
ンライン等を活用し
て生徒一人ひとりに
対応したキャリア支
援を充実させる必要
がある。 
③総合型選抜や学校
推薦型選抜（公募
制）で、指定校推薦
に頼らない主体的な
進路実現を目指す生
徒を増やすことがで

①②卒業時のアン
ケートで卒業後の
進路に関しての満
足度などの調査を
行い、今後の進路
指 導 に 役 立 て た
い。 
③指定校推薦に頼
らず、総合型選抜
や学校推薦型選抜
（公募制）、ある
いは一般選抜での



 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 
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３ 

 
 

進路指導・ 
支援 

 

 

 

③多様な進路選択

に対応できる基盤の

育成。 
 

参画する意識を
養うと共に、進
路希望の実現に
向けて主体的に
努力する姿勢を
育てる。 

た、保護者対象の
進路説明会を開催
する。 
 

にキャリアデザ
インの設計に向
け努力をし、進
路実現を果たす
こ と が で き た
か。 

（公募制）の受験
者は昨年度の８名
から 15名に増え、
指定校に頼らない
主体的な進路実現
を目指す生徒を増
やすことができ
た。 

導を充実させてい
く必要がある。 

と思う。 
③課題研究の充実は結果として、生徒の主体的な学習に
とどまらず、進路選択にも通じる。今後も素晴らしい流
れを継続してほしい。また、自分の志向や力を考えて進
路を選択する生徒が増えてきているように思われる。 
③外国につながりのある生徒の高等教育への進学率が約
40％と低く、一層の配慮・支援が必要である。 

きた。 
 
 
 
 
 
 

進路決定を支援す
るための具体的な
方策と指導体制を
構築する。 

４ 
地域等との 

協働 

①地域に潜在する

教育力を活用し、

いろいろな事に興

味関心を持たせ積

極的に行動するこ

とで、社会をしな

やかに生きる力を

獲得させる。 

②安全・安心な学

校生活を保障する

環境整備及び防災

教育と災害発生時

の 体 制 を 整 備 す

る。 

①地域の行事や

や地域から要請

のあったボラン

ティア活動等に

積極的に参加で

きる環境を整備

する。 

②防災意識を継

続的に持たせる

ために効果的な

アプローチを行

えるように工夫

する。 

 

①地域の行事やボ

ランティア活動へ

の積極的な参加を

呼びかけ、社会貢

献が重要であると

いう意識を育む。

①福祉厚生委員会

の活動の機会を増

やす。 

②防災教室・訓練

を計画的に実施す

るとともに、地域

と連携し具体的な

防災訓練の検討を

行う。 

②災害発生時の保

護者への情報伝達

に利用するマチコ

ミメールへの登録

を促す。 

①生徒の社会貢

献への意識が高

まったか。 

①参加要請にど

れだけ応えられ

たか。また、委

員会以外の生徒

のボランティア

等への参加割合

が増加したか。 

②防災訓練の他

に定期的に防災

について考える

機 会 が あ っ た

か。 

②地域の防災訓

練を把握し、本

校が具体的に協

力できる内容を

検討したか。 

②マチコミメー

ルへの登録総数

95%を超えたか。 

①ボランティア要

請が激減する中で

も、数少ない要請

に応えてくれた生

徒がいた。 

②今年度の防災訓

練では生徒に訓練

日を伝えず実施し

た。また、訓練以

外でも２年次総合

学習において、避

難所運営ゲームを

実施した。 

②保護者には定期

的にマチコミメー

ルへの登録を促

し、98.6%と高い

登録者数となっ

た。 

①対面・直接では

ないボランティア

のあり方を確立す

ること がで きる

か。 

②防災訓練が訓練

を実施するだけと

ならぬよう工夫す

る。また、校内の

防災用品を再点検

し、計画をたて、

更新、充実させて

いく。 

②生徒登録総数は

85.7%にとどまって

おり、 全体 では

92%であったため、

生徒登録者数を高

める。 

①今年度もコロナ禍でできなかったボランティア活動だ
が、コロナの状況が好転した際に前向きに臨めるように
意識づけを継続してほしい。 
①コロナ禍でも地域との触れ合いの場を見つける努力が
なされている。 
②避難所運営ゲームが実施されたことは、教職員の工夫
があったと察している。 
②マチコミメールでの連絡はとてもよいと思うが、外国
につながりのある生徒の保護者への配慮（ルビ付き、多
言語）があればなおよい。 

①コロナ禍で活動が
制限されたとして
も、ボランティア活
動の意義を理解し、
生徒の意識を高める
取組は必要である。 
②様々な情報伝達手
段を活用した、正確
な情報伝達を行うこ
とが重要である。 
 
 
 
 
 

①地域の意見やニ
ーズを把握し、新
たな視点での活動
を模索する必要が
ある。 
②生徒・保護者や
地域に対して、正
確で迅速な情報伝
達の手段を確保す
る必要がある。 
②情報伝達に外国
につながりのある
生徒の保護者への
配慮（ルビ付き、
多言語等）が必要
である。今後検討
を進める。 

５ 
学校管理 
学校運営 

①職員のワークラ

イフバランスを推

進する働き方改革

の促進。 

②生徒と向き合う

時間を確保するた

めに、組織的な学

校運営と校務の効

率化を図る。 

①ICT を利活用

した授業づくり

や多様な働き方

に対応できるよ

う ICT 利用推進

及び機器、運用

方法等を整備す

る。 

②学校閉庁日、

ノー会議デー及

びノー残業デー

の設定と実施を

する。 

①ICT 機器利用に

係る情報を整理

し、「新しい生活

様式」の中での業

務遂行において

ICT 活用を推進す

る。 

②学校閉庁日、ノ

ー会議デー及びノ

ー残業デーの設定

と年休の取得を促

進する。 

①授業や学校業

務においてICTを

利活用しやすい

ように、各機器

の整備や管理簿

作成、情報管理

室の整理ができ

たか。 

①所属サーバー

の 廃 止 に 伴 う

Teams への移行が

計画的にできた

か。 

②それぞれの設

定日を着実に実

施できたか。ま

た、年休取得率

についての検証

を行う。 

①全 HRクラスにデ
ィスプレイを常設
し 、 授 業 で
Chromebook 等を活
用しやすくなっ
た。また、各機器
の整備や情報管理
室の使用しやすさ
も少しずつ改善し
ている。 
①所属サーバーの
廃止に伴う Teams
への移行を計画的
に実施することが
できた。 
②学校閉庁日の設
定により、年休の
取得率は高まっ
た。しかし、ノー
会議デー及びノー
残業デーの設定に
は至らなかった。 

①来年度入学生よ
り実施される「個
人所有による生徒
１人１台端末」導
入により、必要と
なるも のを 見極
め、アクセスポイ
ントや各機器等、
計画的に整備を継
続する。 
①機器を整備する
とともに、機器の
使用方法や活用方
法等を示し、更に
活用し やす くす
る。 
②働き方改革やラ
イフワークバラン
スの観点からも、
ノー会議デー及び
ノー残業デーの実
施に向けて具体的
な取組みをすすめ
る。 

①ICT の利活用のための環境整備の努力を評価してい
る。また、ICT を利活用した授業が進む中で、学校管理
と運営によく努力している。 
①ICT 化により、かえって教員が多忙にならないかが気
になる。その点の配慮と対策をお願いしたい。 
②会議は、時間と場所を縛りつけるわりには、効果が上
がらないという。教職員それぞれが「会議をしなければ
ならない」いう意識を変え、職員室の席のそばでちょっ
とした会話や立ち話で気になったことを伝えあう時間を
大切にしていただきたい。 
 

①中継や配信用の機
材の導入により、オ
ンライン環境は劇的
に飛躍した。また、
各式典行事などは充
実したオンライン配
信をすることができ
た。 
①生徒一人一台端末
の導入により、必要
となるものを見極
め、アクセスポイン
トや各機器等、計画
的に整備を進めてい
く必要がある。 
②学校閉庁日は年５
日設定することがで
きた。 
 

①生徒一人一台端
末 の 導 入 に 向 け
て、ICT 機器を利活
用した学習環境の
更 な る 充 実 を 図
る。 
②一部の担当者だ
けではなく、引継
ぎ業務を含めて、
誰でもその業務が
担当できるような
業務分担と校内体
制を構築する。 
②ICT 機器の利活用
等を通じて業務の
在り方を見直し、
職員それぞれの働
き方に応じた業務
遂行が可能となる
ような校内体制を
検討する。 
 

 


